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第１章 計画の基本的事項 

 

１．１ 計画策定の背景 

 

（１）地球温暖化の現状 

地球温暖化とは，人間の活動が活発になるにつれて「温室効果ガス」が大気中に大量に

放出され，地球全体の平均気温が急激に上がり始めている現象のことをいいます。 

温室効果ガスの中で極めて量が多い二酸化炭素（ＣＯ２）の大気中の濃度は，産業革命以

降急激に増えており，現在の平均濃度は 400ppmを超えています。 

温室効果ガスは自然にも存在するものですが，過度に温室効果ガスが増えると，それに

伴い気温も上昇し，私たちの生活にも影響を与えることになります。 

 

地球温暖化のメカニズム 

出典：ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ ホームページ 

 

大気中のＣＯ２の平均濃度の推移 

出典：「令和２年版環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書」 
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気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）の第５次評価報告書（2013～2014 年）によ

ると，陸域と海上を合わせた世界平均地上気温は，1880 年から 2012 年の期間に 0.85℃上

昇しました。最近 30 年の各 10 年間は，1850 年以降のどの 10 年間よりも高温を記録して

います。 

ＩＰＣＣ第５次評価報告書では，20世紀末頃（1986 年～2005年）と比べて，有効な温暖

化対策をとらなかった場合，21世紀末（2081年～2100 年）の世界の平均気温は，2.6～4.8℃

上昇する可能性が高いと予測しています。 

ＩＰＣＣ「1.5℃特別報告書」では，温暖化の影響は 1.5度の上昇でも大きいが２度にな

ると更に深刻になり，1.5度未満の抑制が必要であると訴えています。 

地球温暖化によるここ数十年の気候変動は，人間の生活や自然の生態系に様々な影響を

与えています。たとえば，氷河の融解や海面水位の変化，洪水や干ばつなどの影響，陸上

や海の生態系への影響，食料生産や健康など人間への影響が観測され始めています。 

このため，地球温暖化の原因となる温室効果ガス排出量を減らす「緩和策」と同時に，

現在または将来予測される気候変動による被害の回避・軽減を図る「適応策」を進めるこ

とが必要とされています。 

 

緩和と適応の関係 

出典：令和元年版 環境・循環型社会・生物多様性白書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（気候変動適応情報プラットフォームで公開されている素材を使用して作成）  

気候変動の影響例 

雨の降り方の

変化に伴う自

然災害の増加 

自然生態系へ

の影響 

健康への影響 農業への影響 
熱中症，デング熱等の危険性の増大 農作物の品質，収量の低下 

土砂災害，水害の危険性の増大 希少な動植物の絶滅の可能性 
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（２）地球温暖化対策をめぐる近年の動向 

 

① 国際的動向 

 令和２（2020）年以降の気候変動対策の国際的枠組みである「パリ協定」が，平成 28

（2016）年に発効しました。パリ協定は，世界の平均気温上昇を産業革命前と比較して

２℃よりも十分に低く抑えるとともに，1.5℃に抑えるための努力を追求すること，長期

目標として，今世紀後半に世界全体の人為的温室効果ガス排出量を人為的な吸収量の範

囲に収めることを掲げています。 

また，平成 27（2015）年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」に記載された「持続可能な開発目標」（ＳＤＧｓ）では，17 のゴール

の中に，「気候変動」（ゴール 13），「エネルギー」（ゴール７）など，地球温暖化対策に関

連する目標を設定しているなど，地球温暖化対策は国際的に喫緊の課題となっています。 

 

【コラム】「持続可能な開発目標」（ＳＤＧｓ） 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ：Sustainable Development Goals）は，平成 27（2015）

年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」に記載さ

れた令和 12（2030）年までの国際目標です。「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と

包摂性のある社会を実現するための 17のゴール（目標）と 169のターゲットから構成され

ています。 

国の第五次環境基本計画では，ＳＤＧｓを背景に，環境・経済・社会の統合的課題解決

をより一層推進していくことが示されました。また，持続的な企業価値の向上の観点から，

ＳＤＧｓを経営の中に取り込む動きが広がっており，こうした取組を積極的に進める企業

を選別して投資する「ＥＳＧ投資」も活発化しています。 

 
ＳＤＧｓの 17 の目標（ゴール） 

出典：国際連合広報センターホームページ 

  



4 

 

② 国の動向 

国内では，平成 28（2016）年５月に国の「地球温暖化対策計画」が閣議決定され，温

室効果ガス削減目標として「2030 年度に 2013 年度比で 26％減（2005 年度比 25.4%減）」

を目指すことが示されました。 

また，平成 30（2018）年に「気候変動適応法」が公布され，これに基づく「気候変動

適応計画」が閣議決定されました。この中で，地方公共団体の具体的役割として，地域

における適応の推進及び地域の関係者の適応促進を図っていくことが求められています。 

さらに，温室効果ガス排出の長期削減に向けた考え方として，令和元（2019）年６月に

閣議決定された「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」では，最終到達点とし

て温室効果ガスの排出量が実質ゼロとなる「脱炭素社会」を目指すという野心的なビジ

ョンが示されました。 

こうした動きの中で，令和２（2020）年 10月には，内閣総理大臣が所信表明演説にお

いて「2050年までに温室効果ガス排出実質ゼロ」を宣言しました。また，2050年二酸化

炭素排出実質ゼロに取り組む「2050年ゼロカーボンシティ」の表明や，「再エネ 100宣言 

RE Action」を行う地方公共団体も増えつつあります。 

 

③ 東京都の動向 

東京都では，「東京都環境基本計画」（平成 28（2030）年３月）において，「2030 年ま

でに，東京の温室効果ガス排出量を 2000 年比で 30％削減する」（2013 年比で 38％削減

に相当）という温室効果ガスの削減目標を掲げ，大規模・中小規模事業所における対策，

家庭における対策等を進めてきました。 

令和元（2019）年５月には，「世界の大都市の責務として平均気温の上昇を 1.5℃に抑

えることを追求し，2050 年までにＣＯ２排出実質ゼロに貢献する『ゼロエミッション東

京』を実現すること」を発表し，その実現に向けたビジョンと具体的な取組・ロードマ

ップをまとめた「ゼロエミッション東京戦略」が令和元（2019）年 12月に策定されまし

た。 

東京都はこの中で，気候変動の緩和策と適応策を総合的に展開すること，資源循環分

野を本格的に気候変動対策に位置付けること，省エネルギー・再生可能エネルギーの拡

大策に加えあらゆる分野の取組を強化することを戦略の視点とし，再生可能エネルギー

の基幹エネルギー化，ゼロエミッションビルの拡大，自動車のゼロエミッション化，プ

ラスチック対策などの取組を進めていくとしています。 
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（３）策定の視点 

調布市では，平成 22（2010）年３月に策定した「調布市地球温暖化対策実行計画（区域

施策編）」に基づき，市民一人ひとりが温室効果ガス（二酸化炭素）の削減に取り組むこと

によって，豊かな自然環境を守り，低炭素な循環型社会を築いていくという方針のもと，

家庭や事業所における省エネルギー化，環境に配慮した行動の実行を促す取組を進めてき

ました。 

この間にも，パリ協定の発効を背景に，国や東京都は温室効果ガスの新たな削減目標や

計画を示すとともに，気候変動による影響の顕在化や国による気候変動適応法の制定など，

地球温暖化対策をめぐる動向は大きく変化しています。 

さらに，令和２（2020）年に発生した新型コロナウイルス感染症の拡大を契機に，テレワ

ークの普及をはじめ，市民の暮らし方，働き方や経済社会システムも変わりつつあります。 

以上の背景を踏まえ，これまでの市民，事業者，市による取組の積み重ねを活かしつつ，

地球温暖化をめぐる近年の様々な動向を反映し，次の視点に立って新たな「調布市地球温

暖化対策実行計画（区域施策編）」（以下「本計画」という。）を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜策定の視点＞ 

① パリ協定後の国，東京都の削減目標を踏まえた，新たな目標を設定する 

国の「地球温暖化対策計画」や，その後，国や東京都が打ち出した 2050 年に   

二酸化炭素排出実質ゼロを目指す「脱炭素化」の姿勢を踏まえ，新たな削減目標を

設定します。 

② ＳＤＧｓへの貢献，最終到達点としての脱炭素社会を見据えた取組を推進する 

ＳＤＧｓの目標（ゴール）の達成，脱炭素社会の実現に貢献していくことをめざ

し，再生可能エネルギーの利用拡大，省エネルギー化の更なる促進，水素社会に向

けた取組等を推進します。 

③ 気候変動による影響への対応（適応策）を進める 

気候変動との関連性が指摘されている風水害の激甚化，気温上昇に伴う熱中症の

危険性の増大や夏季における屋外の暑熱環境の悪化等に対する適応策を進めます。 

④ 調布市の温室効果ガス（二酸化炭素）排出量に占める割合の高い家庭，事業所（市役

所を含む）における対策を推進する 

温室効果ガス（二酸化炭素）の排出量の約７割を占める家庭や事業所（市役所を

含む）からの排出を削減していくため，民生家庭部門及び民生業務部門における対

策を特に重視し，市民・事業者の行動促進を図るとともに，市役所における対策を

更に推進します。 

⑤ 新型コロナウイルス感染症を契機とした経済・社会システムの変化，「新しい生活様

式」を踏まえた対策を推進する 

新型コロナウイルス感染症対策により変化が進む「新しい生活様式」が調布市の

地球温暖化対策に及ぼす影響を踏まえ，施策を進めます。 
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１．２ 計画の概要 

（１）計画の目的 

本計画は，調布市の現状と地域特性を踏まえ，市民・市民団体・事業者・市が，各々の役

割に応じた取組を総合的かつ計画的に推進していくことで，市域から排出される温室効果

ガスを削減することを目的とします。 

 

（２）位置付け 

本計画は，調布市環境基本計画を上位計画とする地球温暖化分野の個別計画であり，地

球温暖化対策の推進に関する法律（以下「温対法」という。）第１９条第２項に基づき，市

町村が策定及び実施するよう努めるものとされている「温室効果ガスの排出の抑制等のた

めの総合的かつ計画的な施策」に該当するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〈計画の対象〉 

区域施策編：市域から排出される温室効果ガスの削減 

事務事業編：調布市役所の事務事業により排出される温室効果ガスの削減 

調布市総合計画 
基本構想（平成 25年度から令和４年度まで） 

後期基本計画(令和元年度から令和４年度まで) 

地球温暖化対策の
推進に関する法律 

【国】 
地球温暖化対策計画 

関連計画 

・調布市都市計画マスタ

ープラン 

・調布市緑の基本計画 
・調布市一般廃棄物処理

基本計画 

・調布市下水道総合計画 

・調布市景観基本計画 

・調布市住宅マスタープ

ラン 

・調布市農業振興計画 

・調布市総合交通計画 

・調布市地域防災計画 

など 

【東京都】 
東京都環境基本計画 
ゼロエミッション 
東京戦略 

整合 
・ 

連携 

調布市環境基本条例 

調布市環境基本計画 

平成 28年度から令和７年度まで 

連携 

調布市地球温暖化 
対策実行計画 
（区域施策編） 

調布市地球温暖化対策 
実行計画 

（事務事業編） 連携 整合 
・ 

連携 
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（３）計画期間 

国が掲げる長期的な目標である令和 32（2050）年を見据えつつ，本計画の計画期間は令

和３（2021）年度から令和 12（2030）年度までの 10年間とします。 

令和７（2025）年度に上位計画である調布市環境基本計画の計画期間が満了することか

ら，令和７（2025）年度に中間見直しを行うことも視野に入れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）対象とする地域・温室効果ガス 

本計画は，調布市全域を対象とします。 

対象とする温室効果ガスは，温対法が対象とする７物質とします。 

ただし，削減目標は，市民・事業者の行動が大きく関わる「二酸化炭素」を対象に設定し

ます。 

温室効果ガス 主な排出源・用途 

二酸化炭素（ＣＯ２） 化石燃料の燃焼等 

メタン（ＣＨ４） 稲作，家畜の腸内発酵，廃棄物の埋め立て等 

一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） 燃料の燃焼，工業プロセス等 

ハイドロフルオロカーボン類 

（ＨＦＣｓ） 

スプレー，エアコンや冷蔵庫などの冷媒，化学

物質の製造プロセス，建物の断熱材等 

パーフルオロカーボン類（ＰＦＣｓ） 半導体の製造プロセス等 

六ふっ化硫黄（ＳＦ６） 電気の絶縁体等 

三ふっ化窒素（ＮＦ３） 半導体の製造プロセス等 

 

 

  

令和 12年度 

（2030年度） 

令和３年度 

（2021 年度） 

令和７年度 

（2025年度） 

計画期間 10 年間 前計画 

中間見直し 

次期計画 
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（５）部門の設定 

部門の設定は，次の５部⾨とします。 

部門 内容 

産業部門 農業，建設業，製造業のエネルギー消費に伴う排出 

民生家庭部門 家庭のエネルギー消費に伴う排出 

民生業務部門 事務所・ビル，商業・サービス業施設のほか，他のいずれの部門に

も帰属しないエネルギー消費に伴う排出 

運輸部門 自動車（自家用自動車を含む），鉄道のエネルギー消費に伴う排出 

廃棄物部門 廃棄物（廃プラスチック，合成繊維）の焼却に伴い発生する排出 
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第２章 調布市の地域特性と地球温暖化対策の課題 

 

２．１ 地域特性 

 

（１）人口・世帯数の動向 

調布市の人口，世帯数は，令和２（2020）年１月１日現在，237,054人，120,286世帯で

す。 

将来人口は，令和 10（2028）年に約 242,000人でピークを迎えた後，減少に転じる見込

みです。 

 

 

調布市の将来人口推計 

出典：「調布市基本計画(令和元年度から令和 4 年度まで)」（平成 30（2018）年３月 調布市） 
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（２）土地利用 

土地利用は，宅地が全体の 85.4％を占めています。 

人口増加を背景とした宅地化により，田，畑，山林その他は減少傾向にあります。 

 

 

地目別土地利用面積の構成比の推移 

出典：「調布市統計書（平成 30 年版）」 
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（３）産業 

平成 26（2014）年時点における市内の産業従事者数は 78,827人です。 

産業分類別の内訳は，金融業，医療・福祉・教育などのサービス業や，外食産業・情報通

信産業で構成される第三次産業（91.0％）が最も多く，続いて製造業，建設業，工業などの

第二次産業（8.9％），農業，林業，水産業などの第一次産業（0.1％）となっています。 

これらのうち，製造業については，工場数，従業者数，製造品出荷額とも，全体的に減少

傾向にあります。 

 

産業従事者の内訳 

出典：「調布市統計書（平成 18 年版）」，「調布市統計書（平成 26 年版）」，「経済センサス基礎調査（平成 26

年）」 

 

 

工場数・従業者数・製造品出荷額等の推移 

出典：「調布市統計書（平成 27 年版）」，「工業統計調査」（平成 26～30 年 東京都） 
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（４）交通 

市内の自動車交通は，市域の中央を走る国道 20号（甲州街道）を大動脈とし，東西・南

北を結ぶ幹線道路網が発達しています。 

鉄道については，市内９駅の鉄道利用者数（１日平均）の合計は約 39万８千人（平成 30

（2018）年度現在）で，平成 24（2016）年度以降，増加が続いています。 

また，鉄道以外の公共交通機関として，小田急及び京王の路線バス，調布市ミニバス３

路線が運行され，年間延べ 97万人前後が利用しています。 

令和元（2019）年度からは，電動アシスト自転車のシェアサイクル事業の実証実験を開

始し，自転車利用の促進が図られています。 

 

 

（５）廃棄物 

令和元（2019）年度に調布市で出された総ごみ量は 61,393トンで，近年横ばいの状況と

なっています。 

家庭系ごみ原単位(市民一人一日当たりの家庭系ごみ排出量)は減少傾向でしたが，平成

30（2018）年度（370.8g）から令和元（2019）年度（378.0ｇ)にかけては約２％増加に転じ

ています。 

「燃やせるごみ」のうち，10％弱をプラスチック類が占めています。 

 

調布市のごみ量の推移 

出典：調布市環境部ごみ対策課資料 
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※汚れの落ちない「容器包装プラスチック」について，平成 31（2019）年４月か

ら分別区分を「燃やせないごみ」から「燃やせるごみ」に変更。 

家庭系ごみ等の組成 

出典：令和元年度第５回調布市廃棄物減量及び再利用促進審議会資料 
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２．２ 温室効果ガス排出量（二酸化炭素）及びエネルギー消費量の動向 

 

（１）温室効果ガス排出量の算定方法 

東京都の地域特性を踏まえた原単位が用いられ，都全体，他市との比較も可能なオール

東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」による「温室効果ガス

排出量算定手法に関する説明書（2020 年３月）」をもとに算定した値を用います。 

排出量に占める割合の高い二酸化炭素については，下表に示した方法で算定されていま

す。 

 

二酸化炭素排出量の算定対象とする部門と算定方法の概要 

 

出典：オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」関連資料 

 

 

  



第２章 調布市の温室効果ガス排出量の現状 

15 

（２）温室効果ガス排出量の現状 

 

① 温室効果ガス排出量の推移 

市内の温室効果ガス排出量は，平成 25（2013）年度以降減少傾向にありますが，平成 29

（2017）年に微増しています。 

温室効果ガス排出量のうち，二酸化炭素（ＣＯ２）が約 91％を占めています。 

 

調布市内の温室効果ガス排出量の推移 

出典：東京都提供資料 

 

 

平成 29（2017）年度の温室効果ガス排出量の内訳 

出典：東京都提供資料 
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② 二酸化炭素排出量及びエネルギー消費量の動向 

市域の二酸化炭素排出量に占める割合が高いのは，市民の日常生活，事業者の活動に当

たる民生家庭部門，民生業務部門からの排出であり，全体の３/４を占めています。 

二酸化炭素排出量は，購入電力，ガス，ガソリンなどのエネルギー消費量に，エネルギ

ー源ごとの二酸化炭素排出係数を乗じて算出されます。このうち購入電力の二酸化炭素排

出係数は，発電の方法により異なるため，原子力発電所の稼働状況などにより変動します。

二酸化炭素排出量の多い平成 14～15（2002～2003）年度，平成 23～24（2011～2012）年度

は，購入電力の二酸化炭素排出係数の数値が大きくなった時期に当たります。 

東日本大震災の翌年に当たる平成 24（2012）年度以降は，二酸化炭素排出量は減少傾向

にあり，震災以降，省エネルギーの取組が進んだことが背景にあると考えられます。 

平成 28（2016）年度から平成 29（2017）年にかけての微増は，厳冬による暖房機器の使

用増加が一因と考えられます。 

 
調布市における二酸化炭素排出量の推移 

出典：東京都提供資料 

 

調布市における平成 29（2017）年度の二酸化炭素排出量の部門別割合 

出典：東京都提供資料  
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エネルギー消費量について，近年，減少傾向にあります。 

平成 28（2016）年度から平成 29（2017）年にかけての微増は，前ページで述べたように，

厳冬による暖房機器の使用増加が一因と考えられます。 

 
調布市における部門別エネルギー消費量の推移 

出典：東京都提供資料 

 

 

③ 部門別の二酸化炭素排出量及びエネルギー消費量 

国の地球温暖化対策計画の削減目標の基準となっている平成 25（2013）年度以降の調布

市の部門別二酸化炭素排出量を見ると，すべての部門の排出量が平成 25（2013）年度と比

較し，平成 29（2017）年度は減少しています。エネルギー消費量については，民生家庭部

門を除き減少しています。 

二酸化炭素排出量に占める割合の高い民生家庭部門及び民生業務部門におけるエネルギ

ー消費に着目すると，世帯当たり，事業所の延床面積当たりのエネルギー消費量はともに

減少傾向にあり，家庭や事業所における省エネルギー行動や設備機器の高効率化が進んだ

ことが背景にあると考えられます。 

 

平成 25（2013）年度以降の部門別二酸化炭素排出量の推移 

 
出典：東京都提供資料 
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平成 25（2013）年度以降の部門別エネルギー消費量の推移 

 
出典：東京都提供資料 

 

 
民生家庭部門における世帯当たりエネルギー消費量の推移 

出典：東京都提供資料 

 

民生業務部門における延床面積当たりのエネルギー消費量の推移 

出典：東京都提供資料  
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２．３ 調布市におけるこれまでの取組 

 

調布市では，平成 22（2010）年３月に「調布市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」（以

下「前計画」という。）を策定し，市民・事業者・市等の連携・協働により施策を推進してき

ました。 

 

（１）前計画の施策体系及び各施策の主な実績 

 

① 施策体系 

 前計画は，３つの柱の下に６つの施策を設定し，市民・事業者による省エネルギー行動

の促進，機器・設備の省エネルギー化，市役所における対策等を進めてきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前計画の施策体系 

 

  

３つの柱 

１．使わない！減らす！ 
⇒必要なものだけを購入

し，大切に使う 

２．かえる！ 
（変える・替える・代える 

・還る） 

３．参加する！ 

施策 

施策 1：ちょうふエコライフの推進 

施策２：省エネ機器・設備の導入促進 

施策３：ちょうふエコ・オフィスの普及・拡大 

施策４：大規模事業所におけるＣＯ２削減の推進 

施策５：公共施設のエネルギー削減 

施策６：地域でのちょうふエコチャレンジの展開 
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② 前計画に基づく各施策の主な実績 

 

施策１ ちょうふエコライフの推進 

○市報による啓発 

○市ホームページによる啓発（国・都の制度の広報含む） 

○広報誌ザ・リサイクルによる啓発 

○調布ＦＭによる啓発 

○ごみリサイクルカレンダーによる啓発 

○ゴーヤ・アサガオ等の種配布 

○ゴーヤの苗配布 

○エコ・クッキング講座の開催 

○環境フェアの開催 

○調布未来のエネルギー協議会による啓発（セミナー，上映会，ソーラー工作教室の開催等） 

○「みんなで環境を考える共同行動」の実施（オール東京 62市区町村共同事業：Ｈ23-25年度） 

○マイバックの配布 

○ごみ減量の推進（ごみ対策課） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  親子向けエコ・クッキング講座 

環境情報誌「みらいへつなごう～ちょうふのかんきょう～」による啓発 

環境フェア会場におけるゴーヤの苗配布 
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施策２ 省エネ機器・設備の導入促進 

○国や東京都補助事業の広報 

○市報による啓発 

○市ホームページによる啓発（国・都の制度の広報含む） 

○広報誌ザ・リサイクルによる啓発 

○調布ＦＭによる啓発 

○ごみリサイクルカレンダーによる啓発 

○地球温暖化対策住宅用機器購入費補助金の交付 

○太陽光発電設備取付等補助金の交付 

○コミュニティサイクルの試行実施 

○シェアサイクルの実証実験の実施 

○熱損失防止（省エネ）改修住宅に対する固定資産税の減額 

○道路の遮熱性・保水性・透水性舗装の導入 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  
太陽光発電設備取付等補助金の案内 

調布駅前広場に整備した遮熱性舗装 

280.36

400.37

562.53

820.24

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

（kW）

（年度）

173

307

516

668

0

100

200

300

400

500

600

700

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

（件）

（年度）
補助金交付対象となった 

太陽光発電システムの公称最大出力 

（平成 26（2014）年度からの累計値） 

補助金交付対象となった 

家庭用燃料電池の助成件数 

（平成 26（2014）年度からの累計値） 
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施策３ ちょうふエコ・オフィスの普及・拡大 

○市報による啓発 

○市ホームページによる啓発（国・都の制度の広報含む） 

○調布エコ・オフィス制度の実施 

○ごみ減量・リサイクル協力店制度の実施 

○「みんなで環境を考える共同行動」の実施（オール東京 62市区町村共同事業：Ｈ23-25年度） 

○建築物省エネ法制度による「規制措置」と「誘導措置」の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策４ 大規模事業所におけるＣＯ2削減の推進 

○国や東京都補助事業の広報 

○フロン排出抑制法の周知 

○スマートエネルギーの研究 

 

  

「調布エコ・オフィス」認定証とエコシール リサイクル協力店ポスター 
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施策５ 公共施設のエネルギー削減 

○公共施設へのＬＥＤ照明器具の導入 

○街路灯ＬＥＤ化推進計画の策定（令和元年４月）及び街路灯のＬＥＤ化の推進 

○低燃費・低公害車の導入 

○公共施設の屋根貸しによる太陽光発電事業の推進 

○公共施設における太陽光発電システムの導入（自家消費用） 

○壁面緑化の推進 

○校庭の芝生化の推進 

○マイバックの配布 

○調布市環境調整協議会の部会である地球温暖化対策推進部会を設置し，庁内の省エネル

ギー改修の取組を推進できる仕組みを構築 

○省エネ法に基づく公共施設におけるエネルギー使用の合理化の促進 

○都民の健康と安全を確保する環境に関する条例「温室効果ガス排出量総量削減義務と排

出量取引制度」に基づく，文化会館たづくりを含む近接隣接した４つの公共施設におけ

る二酸化炭素排出量の削減取組の推進 

○省エネルギー診断の実施 

○環境マネジメントシステムによる市役所の環境配慮推進 

○調布市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）に基づく二酸化炭素排出量の削減取組の

推進 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

公共施設の屋根貸しによる太陽光発電事業 校庭の芝生化 
出典：調布市教育委員会ホームページ 
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施策６ 地域でのちょうふエコチャレンジの展開 

○環境年次報告書による，取組状況の報告・公表 

○公共施設の屋根貸しによる太陽光発電事業の市ホームページによる発電実績の公表 

○「みんなで環境を考える共同行動」の実施（オール東京 62 市区町村共同事業：Ｈ23-25

年度） 

○建築物省エネ法制度による「規制措置」と「誘導措置」の実施 

○オール東京 62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」による温室効

果ガス排出量の数値公表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

 

  

環境年次報告書 公共施設の屋根貸しによる 

太陽光発電事業の発電実績公表 
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（２）削減目標の達成状況 

前計画は，平成２（1990）年度を基準年度とし，計画終了年度（令和２・2020）に市域の

温室効果ガス排出量を基準年度（平成２・1990）比で 25％削減（209,898t-CO2）すること

を計画期間の目標としていました。 

市域からの温室効果ガス排出量は，平成 29（2017）年度現在，757,584t-CO2 eqです。人

口・世帯数の増加や事務所や店舗の床面積の増加等を背景に，基準年度（平成２（1990）年

度）の温室効果ガス排出量（666,882t-CO2 eq）から 13.6％増加しており，目標とする基準

年度比 25％削減の達成は困難な見込みです。 

 

 

前計画の目標と現況 

 基準年度 策定時の現状 計画期間目標 現況※ 

平成２ 

（1990） 

平成 18 

（2006） 

令和２ 

（2020） 

平成 29 

（2017） 

温室効果ガス排出量 

（t-CO2eq） 
666,882 710,059 500,161 757,584 

基準年度比 ― ― －25％ ＋13.6％ 

※ オール東京 62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」において算出・公表。数値は２年遅れの公表

となる。 
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２．４ 地域特性を踏まえた今後の課題 

 

地球温暖化対策をめぐる近年の動向及び調布市の地域特性を踏まえ，次の課題に対応して

いくことが必要です。 

 

① 地球温暖化対策に関する国内外の動向への対応 

「パリ協定」を受け，国，東京都は，それぞれ 2030年度（または年）の削減目標を設定

しています。さらに，2050年もしくはそれ以降のできる限り早期に実現する社会の目標像

として，温室効果ガス（二酸化炭素）の排出を実質ゼロとする「脱炭素社会」，「ゼロエミッ

ション」をめざすことが示されています。 

➡国，東京都が掲げる 2030 年度（または年）の削減目標の達成，長期的な目標像である脱

炭素社会，ゼロエミッションの実現に貢献すべく，これらの動向を踏まえた新たな削減

目標を設定し，対策を進めることが必要です。 

 

 

② 家庭，事業所における地球温暖化対策の促進 

調布市における平成 29（2017）年度の温室効果ガス排出量の約 91％を二酸化炭素が占め

ており，その約３/４は，民生家庭部門及び民生業務部門から排出されています。 

家庭や事業所における省エネルギー化によって，世帯当たり，事業所の延床面積当たり

のエネルギー消費量は減少傾向にあるものの，新型コロナウイルスを契機とした暮らし方，

働き方の変化が，テレワークによる在宅時間の増加による家庭のエネルギー消費量の増加

などに影響する可能性があります。 

➡アフターコロナ・with コロナのライフスタイル，ワークスタイルを考慮しつつ，個々の

家庭，事業所における省エネルギー機器の普及，再生可能エネルギーの活用促進を更に

進めることが必要です。 

 

 

③ 環境に配慮したまちづくりの推進 

「脱炭素社会」の実現に向けては，個々の設備機器，建物における対策に加え，地域に

おいてエネルギーを融通し，効率よく利用できるシステムの導入を進めていくことも必要

であり，本市では，大学，事業者等の協力のもと，調布駅周辺の地域エネルギー利用効率

化に向けた検討を始めています。 

エネルギー消費量の少ない公共交通や，シェアサイクルを含む自転車の利用促進，低公

害・低燃費車の導入促進について引き続き取り組むとともに，居心地が良く歩きたくなる

まちなかの形成（ウォーカブルなまちづくり）を進めることで，徒歩や自転車による移動

を促進していくことも重要です。 
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さらに，公園や都市農地，崖線樹林地などのまとまった緑は，ヒートアイランド現象に

よる気温上昇の緩和などの面で，間接的に地球温暖化対策にも貢献しており，保全・創出

が必要です。 

➡地域におけるエネルギーの効率的利用，交通などに活用に着目して，まちづくりにおけ

る地球温暖化対策を進めていくことが必要です。 

 

 

④ 市役所における率先した対策 

市役所では，調布市地球温暖化対策実行計画(事務事業編)，都民の健康と安全を確保す

る環境に関する条例に基づく「温室効果ガス排出総量削減義務と排出量取引制度（キャッ

プ＆トレード制度）」により，省エネルギー化を図り，削減義務を果たしてきました。 

しかし，職員の勤務体制の変化による空調機器や照明の稼働時間の延長，事務事業や個

人情報保護のために行った電子機器の増設，施設利用者の増加等に伴う空調設備の新設や

空調負荷の増大が生じています。 

➡現状を踏まえつつ，市民，事業者の模範となるべく，市役所における率先的な取組を今

後も実行していくことが必要です。 

 

 

⑤ 気候変動による影響への適応策の推進 

気候変動による影響により，全国的に大雨の回数，猛暑日・真夏日・熱帯夜の年間日数

等が増加しています。調布市においても令和元（2019）年に強大な台風による浸水等の被

害が発生するなど，気候変動による影響が徐々に顕在化しています。 

国の「気候変動適応計画」により，地方公共団体においても気候変動による影響への適

応に向けた取組が求められています。 

➡調布市はこれまでにも雨水浸透・貯留の促進など都市型水害への対策，熱中症対策など

に取り組んできましたが，気候変動による影響への対策を更に進めることが必要です。 

 

 

⑥地球温暖化対策分野における市民・市民団体・事業者との協力・連携 

調布市では，公共施設の屋根貸しによる太陽光発電事業を，市民主体の協働事業者と進

めています。また，「ちょうふ環境市民会議」が中心となって，雑木林の保全活動をはじめ

とする様々な普及啓発活動や環境団体との交流会などを実施しています。 

➡これらの活動実績を活かしつつ，地球温暖化対策分野における市民・市民団体・事業者

との協力・連携を進めていくことが必要です。 
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